チャランケ通信　第105号　2015年4月13日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　３月末からこじらせていた風邪も何とか峠を越し、ようやく回復してきたようだ。とにかく昨年、70歳の大台に到達したわけで、今後は健康第一で行かなければ、とつくづく思う今日この頃ではある。

統一自治体選挙の前半戦が始まり、北海道知事選挙と札幌市長選挙それに道議会・札幌市議会の選挙も重なり、今では珍しい4つの選挙が同時に進められ、昨日開票された。知事には現職の高橋はるみ氏が、戦後知事選挙史上初めて４選を果たしたのに対して、札幌市長選挙では上田市長の実質的な後継者と見ていい秋元氏が初当選を果たした。どのようにこの結果を見るのか、今後の詳しい選挙戦の結果を見なければならないのだが、投票率自体も大きく低下するなど、選挙戦の盛り上がりに欠けた点は否めないだろう。特に、知事選挙で独自候補の擁立が出来なかった民主党・連合ブロックにとって、今後の知事選挙に向けてどのような戦略を組み立てていくのか、厳しい総括が必要になっていることは間違いない。
国会は、連休明けから集団的自衛権を軸に安全保障問題が焦点に
　さて、国会の方は予算案が可決され、いよいよ焦点は集団的自衛権を含めた安全保障問題に移ろうとしている。自民党幹部の中からは、早くも会期をお盆前まで延長してはどうか、といった声も聞かれ始めてきた。問題は、憲法問題であるだけに、国会での真剣かつ丁寧な論戦を期待したい。特に、安倍総理はこの問題について先走った問題を提起し、戦後レジーム(東京裁判史観に立脚した様々なシステム)の改革を強く打ち出してきているだけに、我々有権者もこれからの論戦を注意深くウォッチしていく必要がある。
矢部宏治著『日本はなぜ「基地」と「原発」を止められないのか』(2014年集英社インターナショナル刊)は必読の好著だ
　そうした中、最近読んだ本の中で、注目すべき一冊が脳裏に深く刻まれている。それは、矢部宏治さんと言う方で、1960年生まれで博報堂を経て書籍情報社代表と言う肩書であるが、創元社から戦後史を取り巻く様々な企画編集シリーズを打ち出されているようだ。その矢部さんが、昨年１０月に集英社インターナショナルから発刊された『日本はなぜ、「基地」と「原発」を止められないのか』という本で、自分の買った本の奥付をみると12月発刊とあり、わずか２か月で５刷りとなっているところを見ると、売れ行きも良さそうである。是非とも、多くの皆さんに読んでほしい必読の好著だと思う。
とはいえ、自分は経済や社会保障には大いに興味を持ってきたのだが、安全保障についてはあまり重視してきていなかったが故に、この本についての評価も今一つ自信を持てないでいた。
池澤夏樹さんが4月7日朝日新聞夕刊に矢部さんの著書を紹介「主権回復のために　左折の改憲　考える時」と問題提起へ
　ところが、池澤夏樹さんが朝日新聞4月7日付の夕刊に連載中の「終わりと始まり」で、「主権の回復のために　左折の改憲　考える時」と題した評論と言うより、矢部宏治さんの『日本はなぜ、「基地」と「原発」を止められないのか』についての内容の紹介と池澤氏の鋭い問題提起であった。池澤氏は、矢部さんの書かれた中身を要約して、「つまりこの国はおよそ主権国家の体を為していない。そういう事態が６０年以上続いてきた」ことまではその通りだと承認する。つまり、本来は国家の最高法規は憲法であり、その元に条約があり、さらに下に法律・条例がある。ところが、日本の憲法はアメリカがらみの課題について、最高裁が「統治行為論」と言う詭弁によって責任を放棄してしまった。事実上、日米安全保障条約は日本国憲法の上位に位置し、行政の頂点には日米合同委員会があるという、実におかしな状況に追いやられて今日に至っている。
　なぜそのようになっているのか、日本国憲法の前文と９条に書かれている平和主義の規定の淵源を、１９４１年のルーズベルトとチャーチルのまとめた「太平洋憲章」に由来することに触れ、その理想の前提となる国連軍構想が冷戦の中で消滅したにもかかわらず、国際連合はスタートし、日本は「敵国」に位置付けられたまま今日に至っている。つまり、われわれは今もって敗戦国なのであり、条約と法律の体系はそれを反映している。
　現行憲法に対する認識の大転換の提起、「左こそが改憲を」、そのことによる国家主権の回復を図るべきとの問題提起
　そこで、憲法をどうすべきなのか、矢部さんがこの本の中で一番問題提起をしたかったのが、現行憲法の左の側からの改憲を提起していることだろう。つまり、日本国憲法をGHQが作ったことは認めざるを得ないと矢部氏は言い、次の２つの間の捻じれを問題にする。
　①占領軍が密室で書いて、受け入れを強要した。

　②その内容の多く(特に人権条項)は、日本人にはとても書けない良いものだった。

　この捻じれの中で、戦後の護憲派は②が大切なため①を無いことにして憲法を擁護する方向(それを「直進」と言う表現で述べている)で来たが、今はもう「左折の改憲」を考えるべき時かもしれない、と根源的な問題提起をしているのだ。池澤氏は「この本の真価は改憲の提案にある。憲法を改正することで屈辱的な条約を無効にできる」ことに注目している。まさに、小生もこの矢部さんの書かれた本の一番重要な問題提起が、ここにあると思ってきた。今、沖縄の辺野古への移設が大きな問題になっている。基地問題は、辺野古だけの問題ではないし、沖縄だけの問題でもない。日本にある米軍基地総てに関係する問題なのだ。それら日本の国家主権を取り戻していくためには、憲法を改正して屈辱的な条約を無効にしていく必要があるのではないか、と言う指摘に心を揺り動かされるからなのだ。
　いま、憲法改正を提起することの危険性はあるのだが、・・・。
もう一度、護憲勢力の主張の再検討をすべき時では
　もちろん、憲法を改正し、日米安保を無効にしていくことの前に立ちはだかる難問は数知れないだろう。かつて、民主党結党時の「常時駐留なき安保」と言う発想が再検討されても良いのかもしれない。北東アジアの安全保障をどのように構築していくべきなのか、日本の立ち位置が問われているのだと思う。

　また、今安倍政権が憲法を改正(「右折の改憲」と言うべきか)してアメリカ追従に邁進しようとしているだけに、今「憲法改正」を打ち出すことの危険性もわからないでもない。ただ、国家としての主権を取り戻し、国民にとってとんでもない内容の「自民党の改憲草案」を読む限り、我々の憲法改正案を作り上げ、主権国家としての矜持を回復させ、国際社会での平和構築に向けた積極的な貢献を歌い上げていくべき転換点に来ているように思えてならない。ぜひとも、これまで護憲勢力として主張してきたことの再検討をしてみてはどうか、ぜひとも真剣に考えて欲しいのだ。
　日経平均株価、一時20,000円の大台突破、14年ぶりの事
　さて、経済に眼をやると、先週末の金曜日には、株価が日経平均で15年ぶりに一時20,000円の大台を回復したことが大きく報道された。最終的な終値は20,000を割り込んでしまったのだが、このところの株価の上昇はテンポ良く進んでいるようだ。言うまでもなく、アベノミクスの第一の矢である異次元の金融緩和による効果が、一つは円安となり、もう一つが資産価格の上昇、とりわけ株価の上昇となって現れているのだ。おそらく、引き続き20,000円の大台を突破し、更なる株価の上昇を目指して相場は動き始めたのかもしれないが、事態はそれほど甘いものではなさそうだ。
　というのも、今の株価を支えているのは日本経済の成長力が大きく前進し始めたからか、と言えばそうではない。日本経済の最大の需要項目である内需は依然として不振のままであり、国民の懐に直結する賃金も依然として消費税の引き上げによる実質賃金の低下が進み、経済の良循環には程遠い。ただ、公的年金基金の運用による株式購入比率の増大や、日銀によるETF・株の買い入れなど公的な財源の下支えもあり、投資家は安心して株式投資を進めている。

　日本経済は順調な経済回復を示しているのか、時価総額がGDPの100%を超すのはバブルの兆候では
　それでは、株式市場からの資金調達は設備投資に回っているのだろうか。残念ながら、内部留保の拡大(2013年度で約328兆円)となって滞留し、最近ではM&A資金となって海外にまで資金が放出されるなど、国内での設備投資や研究開発投資にお金が回っていないのが現実である。結果として、国内での雇用の拡大・失業率の改善・労働者の賃上げへと回っておらず、配当の増加や自社株購入による株価の上昇となって資産所有者の懐を温めているのが現実であろう。それだけに、今の株価上昇の主役は海外勢であり、彼らはここが潮時と見たらいつでも日本株に見切りをつけ、サッサと逃げてしまうわけで、グローバル化した世界経済の下での資本の流れをどのようにコントロールできるのか、なかなか各国ともに苦労させられているのが現実だ。
　これから株価が20,000円を大きく上回ると予想する専門家が多いのだが、今の株価の時価総額は約570兆円で、GDPの100%を超えている。GDPの100%を大きく超えるようになれば、バブル以外の何物でもないわけで、再びバブルに踊らされ始めたのかもしれない。十分に警戒しながら経済運営を進めていくべき時ではなかろうか。
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